
企業版ふるさと納税で

釧路公立大学短期大学部の

未来を支える。

釧路市高等教育機関
応援プロジェクト

企業版ふるさと納税でご支援ください

■ 短大を存続し、地域社会を支える人材を養成します ≪事業費：調整中≫

釧路短期大学は、地域に根ざす高等教育機関として、地域から多くの学生を迎え入れ、地域に貢献できる人材
を育成し、送り出してこられました。
卒業生の地元就職率は８割を超え、保育士・幼稚園教諭や栄養士などのエッセンシャルワーカー、事務職や

サービス業に従事する人材などを長年にわたって輩出するとともに、若者の人口確保という面においても、大き
く貢献されてきましたが、令和７年４月、令和８年度からの学生募集停止が発表されました。
釧路市では、地域社会を支える人材を養成していくことは、生活や産業の基盤を支え、地域を活性化する上で

重要な「未来への先行投資」であると考え、釧路公立大学法人において短大を公立化し、その機能を維持して
いくことを決定しました。
いただいたご寄附は、学生の使用備品の購入や、学生の国際交流事業、その他学生支援、就職支援などに活用

します。

※いただいたご寄附の一部は、釧路市が実施する高等教育機関の連携等に関する
事業に活用させていただきます。（例：大学連携関する取組、専修学校の支援等）

釧路市
【問合先・寄附の申込先】

釧路市マーケティング戦略室
℡：0154-68－5949

E-mail：ma-marketing@city.kushiro.lg.jp

釧路公立大学

※寄附金は２０２７年度以降に事業へ充当させていただきます。

釧路市内には複数の高等教育機関が立地し、各校が地域に
根差した学びの場を提供しています。
釧路市としても、市内の各高等教育機関支援は重要施策で
あると位置付け、ふるさと納税・企業版ふるさと納税
によるご寄附を活用し、各高等教育機関が実施する
取り組みを支援します。

「企業版ふるさと納税」は、国が認定した地域再生計画に位置付けられる
地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を行った場合に、
法人関係税から税額控除する仕組みです。
損金算入による軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、税額控除
（寄附額の最大６割）により、最大で寄附額の約９割が軽減され、実質的な
企業の負担が約1割まで軽減されます。

①法人住民税 ：寄附額の４割を税額控除。（法人住民税法人税割額の20％が上限）

②法人税：法人住民税で４割に達しない場合、その残額を税額控除。
ただし、寄附額の１割を限度。（法人税額の５％が上限）

③法人事業税：寄附額の２割を税額控除。（法人事業税額の20％が上限）
※適用される税制については、個々の企業によって異なる場合がありますので、
  税務署などにご確認ください。

≪留意事項≫
• １回当たり10万円以上の寄附が対象となります。
• 寄附できる企業は、釧路市外に本社がある企業です。
• 寄附をいただく取組は、ご意向を踏まえたうえで、釧路市の地方創生に
向けた取組の中から選んでいただきます。

※ 寄附に対する返礼品を含めた経済的な利益を受けることは、法令で禁止
されています。

本プロジェクトに賛同いただき、市への「企業版
ふるさと納税」のご意向や相談事項等がございまし
たら下記問合先までご連絡ください。

寄附申出書等についてご案内いたします。様式は、
市企業版ふるさと納税ＨＰにも掲載しております。

寄附金の納付方法は①口座振込 ②納付書による納付
の２つからご選択いただけます。
入金の確認後、受領証を送付させていただきます。
市からの感謝状の贈呈や寄附に関しての報道発表、
ＨＰでの公表等によりＰＲさせていただきます。

受領証を添えて企業版ふるさと納税の適用が
あることを申告し、税の控除を受けてください。

最大９割の税控除
寄附額の最大９割が軽減され、
実質的な企業の負担が約１割まで
圧縮されます。

企業のＰＲ効果
寄附による社会貢献を通じて、
企業の社会的なイメージアップに
つながります。

■ 企業版ふるさと納税概要 ■企業様のメリット

釧路市独自のベネフィット
・釧路市ホームページに掲載
・寄附受納式の開催
・感謝状贈呈など

新たなビジネス創出
寄附をきっかけに、釧路市ととも
に課題解決に取り組んでくださる
企業の皆様をお待ちしております。

■寄附までの流れ

※釧路公立大学短期大学部
令和８年４月１日開設予定

【問合先・本プロジェクトについて】
釧路市総合政策部企画課企画係
℡：0154-31-4502

E-mail：ki-kikaku@city.kushiro.lg.jp
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